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茨木市

意見聴取案件

特定生産緑地の指定について

生産緑地法第10条の２に基づき、

特定生産緑地の指定に関して都市計画審議会の意見

を聴取するもの
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茨木市

１ 特定生産緑地制度

２ 指定受付・申請状況

３ 指定予定箇所

４ 指定スケジュール

５ 今後の取組予定
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茨木市１ 特定生産緑地制度

平成３(1991)年 生産緑地法改正

多くの生産緑地が指定（約９割が平成４年指定）

⇒ 令和４(2022)年で指定から30年が経過する
（買取り申出の「申出基準日」）

指定後30年(申出基準日）を経過すると…

（制度概要）
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土地利用の制限が継続する一方、税制特例措置が
段階的になくなる

いつでも買取り申出（≒解除手続き）が可能となる



茨木市

平成27(2015)年 都市農業振興基本法制定

１ 特定生産緑地制度

都市農地の多様な役割を踏まえ、
『宅地化すべきもの』から、
『都市にあるべきもの』に位置付けられた。

（制度概要）

5/16

特定生産緑地制度 創設

平成29(2017)年 生産緑地法改正

申出基準日までに、特定生産緑地指定を受けると…

申出基準日が10年延長（10年後に再延長可能）

税制特例措置の適用が10年間延長



茨木市１ 特定生産緑地制度

指定

税制

特
定
生
産
緑
地
指
定

生
産
緑
地
指
定

30年 10年

相続の発生等

買取り申出が可能

税制特例措置
・相続税等
・固定資産税等

相続の発生等

買取り申出が可能

税制特例措置（継続）

・相続税等
・固定資産税等

※再延長も可能

（特定生産緑地の指定を受ける場合（イメージ図））

申出基準日
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茨木市１ 特定生産緑地制度

指定

税制

生
産
緑
地
指
定

30年

相続の発生等

買取り申出が可能

税制特例措置
・相続税等
・固定資産税等

・行為制限は継続
・いつでも買取り申出が可能

税制特例措置なし
・激変緩和措置あり

30年経過すると、以降は
特定生産緑地指定を受けられない

（特定生産緑地の指定を受けない場合（イメージ図））

申出基準日
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茨木市２ 指定受付・申請状況

平成４年指定の生産緑地

※平成５年指定の生産緑地は令和２年に全筆特定生産緑地に指定済み

（受付）

受付対象

8/16

生産緑地指定年
特定生産緑地
指定受付

備 考

平成４年 〇
平成４～５年指定の生産緑地が
全体の約９割を占める（面積ベース）。

平成５年 〇（指定済）

平成６～８年 該当なし

平成９年～ ×
申出基準日まで相当の期間があるため、
受付対象外。



茨木市２ 指定受付・申請状況

（受付）

受付期間
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令和２年指定分
令和２年４月１３日（月）

～令和２年８月３１日（月）
令和２年１２月２日（水）に公示済み

<今回対象分>
令和３年指定分

令和２年９月１日（火）
～令和３年８月３１日（火）



茨木市２ 指定受付・申請状況

（受付）

権利者への周知
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・該当権利者への個別郵送(令和２年４月)

・令和３年３月時点の未申請者へ個別郵送
（令和３年４月）

・広報いばらき（令和２年４月・令和３年４月）

・農業委員会だより
（令和２年４月・令和３年１月・４月・９月）



茨木市２ 指定受付・申請状況

11/16

（受付）

受付状況

地区数 面積 筆数

84 地区 10.56 ha 163 筆



茨木市３ 指定予定箇所

（指定に関する生産緑地法の定め）

第10条の２（抜粋） 当該申出基準日以後においてもその

保全を確実に行うことが良好な都市環境の形成を図

る上で特に有効であると認められるもの（※）を、

特定生産緑地として指定することができる。

(※)具体的内容

各市町村によって農地の賦存状況が異なるため、 国とし

ては明確な基準を設けておりません。 地域の実情に沿って

指定をして下さい（国交省作成 特定生産緑地指定の手引き）。

12/16



茨木市３ 指定予定箇所

（法を踏まえた本市の指定の考え方）
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下記Ⅰ～Ⅲを満たす生産緑地について、

特定生産緑地指定を行う。

Ⅰ 農地等として適切に管理されていること

Ⅱ 生産緑地指定条件（生緑法第3条第1項各号(※)）を満たし、かつ、

今後１０年にわたって満たすことが見込まれること

Ⅲ 所有者が指定を受ける意向を示していること

(※)生産緑地法第3条第1項各号の具体的内容

①公害又は災害の防止、農林漁業と調和した良好な生活環境の確保に相当の効用があり、公共施設

等の敷地の用に供する土地として適していること。

②一団の農地（300㎡以上）を形成すること。

③用排水その他の状況を勘案して、農林漁業の継続が可能な条件を備えていると認められること。



茨木市

（指定予定）
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特定生産緑地
指定予定

地区数 面積 筆数

84 地区 10.56 ha 163 筆

申請受付した生産緑地は、

いずれも『指定の考え方』に合致する。

３ 指定予定箇所

指定予定の各地区の位置及び面積については、資料２－１参照

《参考》進捗率 （令和３年８月31日時点）

面積(ha) 筆数(筆)

①受付対象 （平成４～５年指定生産緑地） 44.22 658

②令和２年特定生産緑地指定 20.12 337

③令和３年特定生産緑地指定（予定） 10.56 163

④令和２年・令和３年申請合計 （②＋③） 30.68 500 

申請状況 （％） （④/①×100） 69.4 76.0 



茨木市４ 指定スケジュール

指定申請の受付 令和２年９月１日
～令和３年８月３１日

茨木市都市計画審議会 令和３年１１月９日

特定生産緑地指定 令和３年１２月ごろ
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意見聴取（生産緑地法第10条の２第３項）



茨木市

令和３年９月１日(水)～ 令和４年３月31日(木)

受付期間（令和４年指定）

５ 今後の取組予定
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■申請期限の延長

・新型コロナウイルス感染拡大の状況や、農業関係団体か

らの要望等により、令和３年７月に申請期限を延長し、

上記を最終期限とする。

・令和４年７月開催予定の都市計画審議会にて意見聴取を

行い、８月18日までに指定を完了する予定としている。


